[image: ]




大宜味村立学校跡地活用基本方針



















[bookmark: _GoBack]平成２８年５月１７日

[image: ]　　　大  宜  味  村






目　　次


第1章　大宜味村学校跡地活用基本方針の背景と目的・・・・・１
１．背景・目的
２．基本方針の位置づけ
３．跡地・跡施設となる各施設状況
　　　別表１・各旧学校図・・・・・・・・・・・・・・・・２

第２章　学校跡地・跡施設活用推進の方針・・・・・・・・・・８
１．跡施設利用の条件等
（１）利用者負担の原則
（２）費用対効果の検討
（３）地域拠点としての活用の考慮
２．跡地・跡利用検討方針の考え方・・・・・・・・・・・・８
（１）基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・８
（２）個別課題に対応した考え方・・・・・・・・・・・・・９
（３）具体的跡地・跡施設活用方策検討方法について・・・・９
３．大宜味村学校跡地活用相関図・・・・・・・・・・・・１１
４．利活用にあたっての配慮事項・・・・・・・・・・・・１１
５．跡地・跡施設利用に係る経費について・・・・・・・・１１
６．跡地・跡施設利用の方向性・・・・・・・・・・・・・１１
　　　別表２・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３
　跡地・跡施設の利用に関する各地域からの要望等
１．アンケート調査
２．地域住民意見交換会
３．民間事業者等からの要望等
４．公共施設活用に関する提案






第１章　大宜味村学校跡地活用基本方針の背景と目的

１．背景・目的
全国的に少子化・過疎化等により児童生徒数の減少など学校を取り巻く教育環境の変化への対応が求められる中、本村においても各４小学校（喜如嘉小学校・大宜味小学校・塩屋小学校・津波小学校）の児童数の減少に伴い、複式学級による学校運営が恒常化し、今後もますます小規模化が進むことが予想されることなどから、４小学校区での教育活動に厳しさが唱えられる状況下にありました。
そのような中、平成25年2月に大宜味村立学校適正化基本計画において、村内４小学校を統合し結の浜へ新設及び中学校の結の浜への移転と新設校の開校を平成２８年４月とする計画が策定されました。
平成２８年４月３日には、新生大宜味小学校の開校式、大宜味中学校の移転式を迎えることができ、４月７日からは多くの期待を寄せながら、児童生徒が通学を開始いたしました。
その新設学校開校に伴い、村内４小学校と中学校の校舎やグラウンドなどの跡地・跡施設が発生します。これらは村の貴重な財産で有り、地域住民の共有財産であることから、安定した村財政運営を図り、将来を見通した村づくりや地域づくりにつながる施設の利活用について検討していく必要があります。そのため、村民からの意見や要望にも配慮した跡利用案として「大宜味村立学校跡地活用基本方針」を策定しております。
　跡地・跡施設の有効活用を図ることで、大宜味村の発展に寄与することが期待されることから、基本方針の策定後、平成２８年度以降から具体的な検討を進めるものとし、必要に応じて適宜見直しを行いながら実施を目指す考えであります。

２．基本方針の位置づけ
　この基本方針は、本村の公有財産である学校施設の更新等により発生した跡地・跡施設についての活用に関する指針とするために、基本的な理念や考え方とともに、跡地・跡施設の活用に向けた手続きの基本的な流れについて定めた「大宜味村立学校跡地活用基本方針（以下「基本方針」という。）を定めたものです。
この方針に基づくものの他、新たに計画の見直し等が生じた場合には、その時点での活用方策を検討することとし、将来にわたってこの基本方針による利用を固定するものではありません。

３．跡地・跡施設となる各施設状況
　活用方策を検討する各施設の状況は、別表１・各旧学校図のとおりです。
　各小学校の施設は、一部に経年劣化の状況もありますが、喜如嘉小学校のプールを除き新耐震基準以降（昭和５６年５月３１日）の建設であり耐震補強をせずに再利用ができる状況です。中学校の施設については、危険改築に伴う移転であり全施設の解体撤去を行う予定です。
　



－１－
別表１
	施設名
	敷地
面積㎡
	棟名称

	建築年

	経過
年数
	構造
区分
	階数

	延床
面積㎡
	耐震
基準
	備考


	喜如嘉小学校
	26,332
	プール
	Ｓ54
	36
	Ｒ
	１
	23
	旧
	新設後解体

	
	
	校舎12
	Ｓ59
	31
	Ｒ
	１
	376
	新
	要判断

	
	
	校舎13
	Ｓ61
	29
	Ｒ
	１
	83
	新
	

	
	
	校舎14
	Ｓ61
	29
	Ｒ
	１
	210
	新
	

	
	
	校舎16
	Ｈ4
	23
	Ｒ
	２
	432
	新
	

	
	
	屋体
	Ｈ9
	18
	Ｒ・Ｓ
	２
	894
	新
	

	
	
	用具室
	Ｈ10　
	17
	Ｒ
	１
	30
	新
	

	
	
	校舎19
	Ｈ18.9
	9
	Ｒ
	２
	648
	新
	

	
	
	計
	
	
	
	
	2,696
	
	

	大宜味小学校
	18,629
	校舎9
	Ｓ57
	33
	Ｒ
	１
	186
	新
	要判断

	
	
	校舎10
	Ｓ60
	30
	Ｒ
	２
	298
	新
	

	
	
	クラブハウス
	Ｈ6
	21
	Ｒ
	１
	205
	新
	

	
	
	校舎13
	Ｈ7
	20
	Ｒ
	２
	753
	新
	

	
	
	校舎14
	Ｈ7
	20
	Ｒ
	２
	248
	新
	

	
	
	屋体
	Ｈ11
	16
	Ｒ・Ｓ
	２
	894
	新
	

	
	
	計
	
	
	
	
	2,584
	
	

	塩屋小学校
	9,562
	校舎9
	S58・59
	32・31
	Ｒ
	２
	610
	新
	要判断

	
	
	校舎10
	Ｓ60
	30
	Ｒ
	２
	351
	新
	要判断

	
	
	校舎11
	Ｓ62
	28
	Ｒ
	２
	246
	新
	

	
	
	屋体
	Ｈ12
	15
	Ｒ・Ｓ
	２
	955
	新
	

	
	
	校舎13
	Ｈ15
	14
	Ｒ
	２
	612
	新
	

	
	
	計
	
	
	
	
	2,774
	
	

	津波小学校
	10,467
	校舎9
	Ｓ60
	30
	Ｒ
	２
	869
	新
	要判断

	
	
	屋体
	Ｈ2
	25
	Ｒ・Ｓ
	２
	798
	新
	

	
	
	用具室
	Ｈ2
	25
	Ｒ
	１
	15
	新
	単費

	
	
	校舎12
	Ｈ5
	22
	Ｒ
	２
	501
	新
	

	
	
	校舎13
	Ｈ14
	13
	Ｒ
	２
	416
	新
	

	
	
	計
	
	
	
	
	2,599
	
	

	大宜味中学校
	23,364
	校舎
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	解体撤去
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旧喜如嘉小学校
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旧大宜味小学校
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旧塩屋小学校
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－５－
旧津波小学校
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－６－
旧大宜味中学校
[image: ]



















－７－
第２章　学校跡地・跡施設活用推進の方針

１．跡施設利用の条件等
（１）利用負担の原則
　一部に経年劣化の状況もありますが、各施設の状況一覧で示すとおり、ほとんどの施設が昭和５６年５月３１日以降の新耐震基準により設計・施工された施設であり、耐震補強をせずに再利用ができる状況であり、施設の改修については、村の承諾を得て利用主体の責任において行う事とし、改修に係る費用は原則利用主体の負担とします。
（２）費用対効果の検討
村が直接再利用する部分については、関係法令に適合するための設備機器の改修や内装等の変更が必要となり、再利用には多額の経費を要することから、建築年数と費用対効果を勘案しながら活用方策を検討する必要があります。また、再利用しない建物については、解体撤去することを含めて検討します。
（３）地域拠点としての活用の考慮
学校は、地域に開かれた生涯学習、スポーツ等の活動の場所として利用されており様々なコミュニティー活動が行われてきました。また、災害時には避難所となる体育館は地域の防災活動の拠点として重要な施設で、閉校後も体育館、運動場の機能の存続は地域から求められていますのでそれらを考慮します。

２．跡地・跡施設活用検討方針の考え方
（１）基本的な考え方
①行政需要への対応
　　学校跡地については、大宜味村共有の貴重な財産であることから、総合計画における村づくりの将来像や基本目標・理念を基に、村の重要施策との整合性に留意し、村域全体の施設の現状を総合的に把握した上で、村民全体の利益という観点からの全村的な行政需要へ対応するような有効活用策の実現を図ります。
　　〇大宜味村第5次総合計画における村づくりの将来像・基本目標
　　　村の将来像－教育・歴史文化の輝く健康長寿村
　　　基本目標－①豊かな自然が生み出す活力ある村づくり　－産業の振興－
　　　　　　　　②健康長寿と子育て・弱者を支える「結」の村づくり　－保健・福祉の充実－
　　　　　　　　③歴史に学び人を育む文化の村づくり　－教育・文化の振興－
　　　　　　　　④安全・安心な住みよい村づくり　－生活環境の整備－

②地域住民の利用等、地域の意向及びニーズを十分に踏まえた活用
　　学校は、地域住民が学びの場として地域との関わりも深く、生活域における核となってきた施設である。地域住民にとっては、コミュニティや地域活動を支える中心的な場であり、地域のシンボル的な存在となってきた。
　　学校がこうした役割や機能を担ってきたという経緯を踏まえ、跡地・跡施設の利活用にあたっては、地域の意向、ニーズについても十分配慮した活用方法とします。
－８－
③民間事業者等の活用
　　民間事業者などによる学校跡地・跡施設の利活用については、村域全体の課題解決に資する施策の実現に寄与することや、地域住民の意向、ニーズを尊重しつつ、民間事業者の健全性、事業内容の安定性・継続性とともに、村や地域へ与える影響などを十分考慮した上での活用とします。

④中・長期的な視野に立った活用
　　中・長期的な視野に立ち、新たに生じる行政需要への対応など、多様化・高度化する村民ニーズを考慮して、将来を見通した活用とします。
　　また、村の将来を担う子ども達と、跡地・跡施設となった村立学校において代々育ってこられた人々が協調しあい、村の将来像に向かって希望の持てる活用に資することとします。

（２）個別課題に対応した考え方
　①新たなニーズに即した利活用
今後の利活用では、地域の新たなニーズと施設自体の特徴をとらえ効果的、効率的な活用方策とします。
　②既存施設等の有効活用
　　　　ほとんどの施設が新耐震基準の建物であり、新しい施設整備を行うことは前提とせず、既存施設に必要最低限の改修を施した利活用方策とします。
　③公共施設との関連性
　　　機能の移転により、効果的かつ効率的で村民にとって有益な利活用を推進します。
　④ランニングコスト（維持経費）の軽減
　　　　将来にわたって財政的な負担増にならないよう、ランニングコストの軽減が図られるような管理運営体制を検討します。また、民間事業者による利活用が地域の発展や本村の村づくりに寄与すると考えられるため、民間運営も視野に入れた利活用方策とします。
　⑤体育館及びグラウンドの機能
　　　　民間事業者の利用も含め幅広く検討するが、災害時の避難所としての機能及び地域コミュニティー施設としても維持することを方策とします。
　⑥重要施策を踏まえた利活用方策
　　　　むらづくりや地域づくりを主眼とした利活用として、文化芸術・生涯学習の振興、産業の振興、福祉の充実など村の重要施策の方向性をふまえた利活用を推進します。

（３）具体的跡地・施設活用方策検討方法について
　①利活用するための検討方法について
　　　学校跡地の利活用方策検討については、全庁的に組織した「大宜味村公共施設跡地活用方策調査検討委員会において有効方策を検討し、事業の性格を判断し、次に委ねるものとする。
　　　有効方策と事業の性格について
　1)公平性と緊急性が求められるもの→②へ
2)公募（一括公募または部分公募）の必要性が求められるもの→③へ
－９－
②行政による判断
事業の性格上、公平性及び緊急性があるものや、地域の意向及び村の政策課題との合致が認められるなどの理由によるものは、行政判断により活用方策及び活用事業者を決定できる。
※１．公平性とは、村での公募によらず、県などの公的機関による判断に基づく事業により
提案を受けたものや、地域意向及び村政策課題との合致が認められたものをいう。
※２．緊急性とは、※１によるもの又は、地域の意向及び村の政策課題との合致が認められ、制度上、期限の制限があるものをいう。
　③民間活用による事業者選定について
1)原則として、「大宜味村立学校跡地活用事業者選定委員会（仮称）」を設置し、選定委員会において、村として効果の高い事業者について選定を行い、大宜味村長へ提言する。なお、選定委員会設置要綱及び選定に係る審査方法・基準等は別に定める。
2)選定委員の選任方針
　　選定委員には、透明性、説明責任と公平性が求められるとともに、専門的な観点から審査できる者及び地域の意向を踏まえた意見を反映できる者を村長が任命し、委員の数は12人以内、委員の任期は当該年度内とします。
　①学識経験者　　　　　　　　若干名
　②大宜味村教育委員会教育長
　③大宜味村副村長　　　　　　
　④大宜味村区長会　　　　　　4人
⑤大宜味村商工会会長　　　　
⑥大宜味村立学校跡地活用審議会委員　　1人
3)検討及び選定の基準
基本的な考えを踏まえ、具体的な跡地・跡施設利用方策は、次のような観点で検討します。
　　　①事業計画の妥当性（事業提案者の信用）
　　　事業形態、事業コンセプト、事業概要
　　　資金計画
　　　運営体制
②雇用機会の創出による効果
　　①の事業計画の妥当性を踏まえつつ、村民の雇用機会がどの程度創出されるか、そこから得られる効果についてを重要な観点とする。
　　③民間事業者の利活用による地域貢献度
④地域要望との合致
⑤全庁的な懸案事項への対応や村の各種計画への貢献度
　　⑥学校跡地活用方針との妥当性（総合的な判断として位置づける）
　
　　　以上の観点から施設ごとに事業を検討し、実施の是非や、他の事業等の併設等も含めて検討します。


－１０－
３．大宜味村立学校跡地活用相関図

大宜味村立学校跡地活用基本方針
　　　策定
村　長
		任命地域住民
情報開示
意見聴取

庁　議
　　　　　　　　　
諮問　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局
	答申
学校跡地活用事業者選定委員会(仮)　　　　　　　 
　　　　　　　公募による場合　　　　　　　　　　　行政による判断
公共施設跡地等活用方策調査検討委員会

学校跡地活用審議会　　
（学校跡地活用基本方針の作成･見直し・活用に関する事項の審議）


４．利活用にあたっての配慮事項
　施設跡地利用については、本格的な利活用に至るまでにはそれ相応の時間を要することが想定されるとともに、中・長期的な視点に立ち将来的な行政ニーズに弾力的に対応できるよう、新たな行政需要が生じた際の利活用に備えておくことも必要です。したがって、本格的な利活用に至るまでの一定期間については、一時的な行政需要への対応や地域コミュニティーの場としての利用、事業者への貸付けなどの暫定利用についての検討も必要になります。なお、利用を認めるにあたっては、利用目的や利用期間などについて必要な検討を行います。

５．跡地・跡施設利用に係る経費について
　跡地・跡施設利用方策の計画の実施には、利用目的により多額の経費が必要になります。公共施設利用に向けては、今後検討する各実施計画において、財政負担の平準化の観点にも考慮しながら、実施時期の検討が必要であります。

６．跡地・跡施設利用の方向性
　地域意向を示すアンケート等の要望を踏まえ、跡地・跡利用方策検討の考え方に基づいて取りまとめた、各施設の利用の方策は次のとおりです。（別表２参照）





－１１－
[image: ]
－１２－
参考資料

跡地・跡施設の利用に関する各地域からの要望等
　公共施設跡地利用にあたっては、地域住民からの要望、行政による利活用、民間事業者による利活用などの視点を踏まえ、新しい地域づくり、村づくりに貢献できる施設機能を優先し、有効活用を図っていく必要があることから、各世帯からのアンケートや地域住民意見交換会を開催し、地域の意向や要望のとりまとめを行いました。

１．アンケート調査
村民の考える、村公共施設等跡利活用についての意見や要望について抽出し、基本的な考えや方向性を検討するため、アンケートを実施しました。
①村が「公共施設跡地等」を本格活用していく際に、特にどのような点を重視すべき点
跡地の本格活用していく際に重視する点として、「村民が求める公共施設など村全体の視点からの活用を重視する」が37.6％と最も多い。次いで「安心・安全や生活基盤の整備など地域の課題解決のため活用を重視する」が27％、以下「収入を得るための活用」23.4％、「売却」12％となっています。
　　公共施設の整備や地域課題の解決、民間への賃貸など収入を得るために跡地を活用すべきという回答が高い割合を占めています。
②村が「公共施設跡地等」を活用して施設を整備する際に、特にどのようなことに配慮すべき点
　　　跡地等を活用した施設整備で配慮すべき点については、「村民が集い、交流機能を取り入れる」が最も高く34％となっています。次いで「災害時の拠点となるような防災機能を取り入れる」25.9％となっています。「バリアフリー機能など」が17.7％の順となっています。村民の交流機能や災害時の復旧拠点また、バリアフリー機能に対して配慮すべきという回答が高い割合を占めています。
③今後、村が「公共施設跡地等」をどのように整備すべきか
整備手法としては、「所有権は村が持ち、施設の計画・整備・運営は民間に任せるべきである」が最も多く30％となっています。次いで「施設の計画から整備・運営まで村が行うべきである」が25％、「施設の計画・整備は村が行い、運営は民間に任せる」が21.3％、「施設の計画を村が行い、整備・運営は民間に任せる」が15％となっており、跡地等の整備の手法として何らかの形で民間事業者へ運営を任せるべきという割合が多く占めています。
④各公共施設跡地等は、今後どのような使い方をすべきか
○喜如嘉小学校
・災害時に役立つ施設　　21.8％
・高齢者による生きがい活動のための福祉施設　　16.4％
○大宜味小学校
・生涯学習、文化芸術、スポーツ、趣味のための施設　　21.0％
・高齢者による生きがい活動のための福祉施設　　14.4％
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○塩屋小学校
・滞在型・体験型宿泊施設　　20.9％
・観光振興のための施設　　19.8％
○津波小学校
・高齢者による生きがい活動のための福祉施設　　15.3％
・生涯学習、文化芸術、スポーツ、趣味のための施設　　14.1％
・滞在型・体験型宿泊施設　　14.1％
○大宜味中学校
・生涯学習、文化芸術、スポーツ、趣味のための施設　　19.5％
・地元特産品開発、商業（飲食・物販）のための施設　　16.5％

２．地域住民意見交換会
村内各字で地域住民意見交換会を開催し、地域の意向の確認や要望の取りまとめを行いました。
（１）跡地・跡施設で実施する事業に関する要望
①田嘉里区
・役場庁舎としての利用（大宜味小学校）
・住居関連施設の利用
・環境教育・健康・安らぎをテーマとした施設（喜如嘉小学校）
・文化関連施設（村立図書館、歴史資料館等の整備）（喜如嘉小学校）
・環境教育関連施設や世界自然遺産登録に対応しうる観光宿泊施設（喜如嘉小学校）
・根謝銘グスク関連の（資料収集・展示）の文化施設とし、一部を民間活用
・体育館とグラウンドの村管理の継続
②謝名城区
・根謝銘グスクの出土品の整理展示としての資料館（喜如嘉小学校）
・学童保育の整備
・民具資料館の整備
・体育館とグラウンドの村管理の継続
③喜如嘉区
・グラウンドは軽スポーツや交流の場として残して欲しい。
・高齢者が一日過ごせる施設。（喜如嘉小学校）
・周辺環境を活かした高齢者福祉施設（喜如嘉小学校）
・若い世代が活躍できる施設、将来を見据えた起業のチャンスを与える施設。
・宿泊機能を備えた体験滞在型施設
・学童保育施設。高齢者施設と併用だとより効果がある。
・村立図書館とカフェなどを併設
・周辺海浜を利用してブルーツーリズムの拠点施設（津波小学校）
④𩜙波区
・旧庁舎と連携し歴史資料館（大宜味小学校）
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・役場庁舎の移転と関連団体の利用（大宜味小学校）
・住居関連施設
・道の駅の移転と村の物産を一堂に展示販売できる施設（大宜味中学校か結の浜）
・体験滞在型の観光施設（塩屋小学校）
⑤大兼久区
・役場庁舎や社協等の移転とグラウンドの村民広場（大宜味小学校）
・雇用を呼び込み人口増を図る利用
・人口増に繋がる居住施設（定住促進）
・観光振興関連施設
・文化施設（博物館・資料館等）
・障がい者等が活動できる施設
⑥大宜味区
・雇用や経済発展に繋げる利用
・役場庁舎の移転また各種団体の施設（大宜味小学校）
・福祉センターの整備（大宜味小学校）
・学童保育の整備
・体験滞在型観光施設
⑦根路銘区
・人口増に繋がる雇用を産む利用
・福祉環境の充実のための施設
・宿泊施設
・診療ができる規模のグループホーム
・水産業の拠点施設（津波小学校）
・農業関係の研究機関の誘致
・教育機関の誘致
⑧上原区
・住居関連施設
・体験滞在型観光施設（塩屋小学校）
・学童保育の設置
・グラウンドを農業施設として活用
⑨塩屋区
・地域コミュニティー施設として活用
・ナイター施設の継続利用やゲートボール場の整備
・塩屋湾の景観に沿う利用（塩屋小学校）
・文化施設（学校発祥の地に歴史資料館と図書館）（塩屋小学校）
・海神祭の資料館
・子育て支援センター等子どもと高齢者が交流できる施設
・学童保育の設置
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・若者の定住を図り雇用に繋がる利用
・健康増進施設
⑩屋古区
・産業興しで雇用に繋がる活用
・体験滞在型宿泊施設（塩屋小学校）
・老人ホーム
・海洋スポーツの実践宿泊地
・村立図書館
⑪田港区
・海洋スポーツの実践宿泊地（塩屋小学校）
・指導者の配置されたトレーニング施設
・若者の定住を図り雇用に繋がり人口増加を図る利用
・特産品を扱う施設（大宜味中学校）
・滞在型の宿泊施設（塩屋小学校）
・役場庁舎の移転（大宜味小学校）
・福祉施設
⑫大保区
・学童保育の設置
・観光関連施設（塩屋小学校）
・体験滞在型宿泊施設（塩屋小学校）
・指導者を配備した健康増進施設
・役場庁舎や社協・商工会の移転（大宜味小学校）
⑬白浜区
・民泊事業等のセレモニー施設としての利用
・水産関連施設（津波小学校）
・文化施設美術館やギャラリーとしての利用
・村の伝統芸能や文化を体験できる施設
・学童保育の設置
⑭宮城区
・宿泊施設の整備
・学童保育の設置
・老人ホームの設置
⑮江洲区
・民間による体験滞在型宿泊施設
・定住移住を促進する就業支援の一時的な住居
⑯津波区
・歴史資料館
・居住施設
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・定住移住を促進する就業支援の一時的な住居
・インキュベーション施設
・健康増進施設と商業施設
（２）共通する要望
・地域の課題である人口減少を解決する利用。
・地域経済の活性化に繋がる利用
・雇用を生み出し若者が定住し、人口増加に繋がる利用
・村の財政負担軽減のため民間事業者の誘致。
・民間からの企画提案を広く募って欲しい。
・体育館とグラウンドは、地域住民のために村管理を継続して欲しい。
・学童保育の設置
（３）その他の要望
・施設周辺の校地も含めた維持管理。
・喜如嘉小学校の桜園の維持管理も含める。
・廃校後の管理について。
・跡利用の今後の行程計画を示して欲しい。
・校内の未登記部分の早期解決。
・跡地は海岸沿いとなるので津波などの防災上の課題解決を考えて欲しい。
・今後の選挙の投票場所は。

３．民間事業者等からの要望等
　　①介護サービス施設
　②障がい者雇用の事業利用
　③塩屋湾を活用した滞在型施設（保養・武道指導）
　　④企業集団のインキュベーション施設
　⑤ＮＰＯによる農産施設
　　⑥シークヮーサー関連企業施設
　　⑦農業生産施設

４．公共施設活用に関する提案
　①役場庁舎としての活用
　②博物館・資料館等
　③村立図書館
　④総合福祉センター
　⑤幼保一元化子ども認定園
　　⑥学童保育・子どもの居場所づくり
　⑦体育館の社会体育施設化
　⑧災害時の復旧・避難拠点
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